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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第３四半期
連結累計期間

第20期
第３四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 14,719 15,500 20,356

経常利益 (百万円) 2,088 2,322 3,145

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,257 1,446 1,892

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,300 1,590 1,945

純資産額 (百万円) 9,854 11,307 10,644

総資産額 (百万円) 16,162 18,593 18,480

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 30.72 35.30 46.21

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 30.69 ― 46.19

自己資本比率 (％) 60.8 59.9 56.7

回次
第19期

第３四半期
連結会計期間

第20期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.88 16.63

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成25年10月１日付けで普通株式１株につき普通株式200株の割合で株式分割を行っております。第19期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当た

り四半期(当期)純利益金額を算定しております。

４．第20期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（海外事業）

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したBenefit One Shanghai Inc.を連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の積極的な経済政策による下支えがあるものの、個人消費

の持ち直しはやや停滞しており、企業景況感も人手不足による人件費上昇や円安による仕入価格高騰の継続により、

弱含みに推移しました。

このような状況のなか、当社グループでは福利厚生サービスで培ったサービスインフラを有効に活用しながら、

様々な事業を多角的に展開するとともに、海外事業も積極的に推進しております。

主力の「福利厚生事業」においては、経営の効率化や従業員の満足度向上施策として、引き続き民間企業・官公庁

への提案営業を積極的に行うとともに、中堅・中小企業の開拓にも注力した結果、会員数は堅調に推移しました。ま

た、取引先と協働で個人顧客向けにサービスを展開する「パーソナル事業」では主要取引先を中心に会員数が順調に

増加しました。

報奨金等をポイント化して管理・運営する「インセンティブ事業」では新規顧客の獲得が好調に推移しています。

また、健診予約代行から特定保健指導の実施に至るまでのワンストップサービスを提供する「ヘルスケア事業」では、

既存サービスに加えデータヘルス計画支援やメンタルチェック等の新サービスに積極的に取り組み、営業基盤の強化

に注力してまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は15,500百万円（前年同期比5.3％増）、連結営業利益は

2,315百万円（前年同期比9.1％増）、連結経常利益は2,322百万円（前年同期比11.2％増）、連結四半期純利益は1,446

百万円（前年同期比15.0％増）となりました。

当社グループは、主に国内における福利厚生代行サービスを中心に会員制サービス事業を展開しておりますが、事

業セグメントを集約した結果、報告すべきセグメントは会員制サービス事業のみであるためセグメント情報の記載を

省略しております。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比して113百万円増加し、18,593百万円となりました。

流動資産は、572百万円減少し11,797百万円となりました。これは主に現金及び預金の減少707百万円、売掛金の減

少481百万円によるものであります。

また、固定資産は、685百万円増加し6,796百万円となりました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の負債は前連結会計年度末に比して550百万円減少し、7,285百万円となりました。

流動負債は、675百万円減少し6,674百万円となりました。これは主にガイドブック制作費等買掛金の減少1,001百万

円、法人税等の支払による未払法人税等の減少524百万円およびインセンティブポイント等の前受金の増加477百万円

によるものであります。

また、固定負債は、124百万円増加し610百万円となりました。これは主にポイント引当金の増加79百万円によるも

のであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は前連結会計年度末に比して663百万円増加し、11,307百万円となりました。

これは主に、当第３四半期連結累計期間における四半期純利益1,446百万円および配当金の支払860百万円によるもの

であります。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の56.7％から59.9％となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

(5) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第３四半期連結累計期間に完成したもの

は次のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
投資額

（百万円）
資金調達方法 完成年月

提出会社
直営施設
（大分県別府市）

会員制サービス事業 宿泊施設等 896 自己資金 平成26年10月
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,144,000 45,144,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株であります。

計 45,144,000 45,144,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年12月31日 ― 45,144,000 ― 1,527 ― 1,467

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 4,167,600
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 40,975,100 409,751 ―

単元未満株式 普通株式 1,300 ― ―

発行済株式総数 45,144,000 ― ―

総株主の議決権 ― 409,751 ―

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
株式会社ベネフィット・ワン

東京都渋谷区渋谷三丁目
12番18号

4,167,600 ― 4,167,600 9.23

計 ― 4,167,600 ― 4,167,600 9.23

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動はありません。

決算短信 （宝印刷）  2015年02月03日 15時55分 6ページ （Tess 1.40 20131220_01）



－ 7 －

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,863 3,155

受取手形及び売掛金 3,508 3,026

有価証券 203 203

たな卸資産 468 402

預け金 2,548 3,051

その他 1,803 1,978

貸倒引当金 △25 △21

流動資産合計 12,369 11,797

固定資産

有形固定資産 2,348 2,541

無形固定資産

のれん 264 203

その他 1,325 1,467

無形固定資産合計 1,589 1,670

投資その他の資産

その他 2,178 2,589

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 2,172 2,583

固定資産合計 6,110 6,796

資産合計 18,480 18,593

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,237 1,236

未払法人税等 837 312

賞与引当金 21 7

未払金 1,778 1,885

前受金 1,770 2,247

その他 704 984

流動負債合計 7,349 6,674

固定負債

ポイント引当金 287 367

その他 198 243

固定負債合計 486 610

負債合計 7,836 7,285

純資産の部

株主資本

資本金 1,527 1,527

資本剰余金 1,467 1,467

利益剰余金 9,101 9,598

自己株式 △1,730 △1,730

株主資本合計 10,366 10,863

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 101 225

為替換算調整勘定 2 56

その他の包括利益累計額合計 103 281

少数株主持分 173 162

純資産合計 10,644 11,307

負債純資産合計 18,480 18,593
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 14,719 15,500

売上原価 9,322 9,504

売上総利益 5,396 5,996

販売費及び一般管理費 3,273 3,680

営業利益 2,122 2,315

営業外収益

受取利息 14 18

受取配当金 7 7

その他 11 8

営業外収益合計 32 34

営業外費用

コミットメントフィー 10 10

持分法による投資損失 51 14

その他 3 2

営業外費用合計 66 27

経常利益 2,088 2,322

特別損失

関係会社株式評価損 - 9

特別損失合計 - 9

税金等調整前四半期純利益 2,088 2,312

法人税、住民税及び事業税 852 889

法人税等調整額 △19 2

法人税等合計 833 892

少数株主損益調整前四半期純利益 1,255 1,420

少数株主損失（△） △1 △26

四半期純利益 1,257 1,446
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,255 1,420

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 43 123

為替換算調整勘定 0 28

持分法適用会社に対する持分相当額 - 16

その他の包括利益合計 44 169

四半期包括利益 1,300 1,590

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,301 1,601

少数株主に係る四半期包括利益 △1 △11
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したBenefit One Shanghai Inc.を連結の範囲に含めております。

(四半期連結損益計算書関係)

売上原価の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

当社グループの売上原価は、季節的変動要因として第１四半期及び第２四半期にガイドブック制作費用や補助

金等の発生する割合が大きく、連結会計期間の第１四半期及び第２四半期の売上原価と第３四半期及び第４四半

期の売上原価との間に著しい差異があります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん償

却額は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 378百万円 413百万円

のれん償却額 61百万円 61百万円

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 716 3,500 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 860 21 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

(注) 当社は、平成25年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を200株に分割し、１単元の株式数を100株とす

る単元株制度を採用しております。１株当たり配当額については、当該株式分割を考慮した額を記載しており

ます。なお、株式分割実施前に換算すると１株当たり4,200円に相当いたします。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

決算短信 （宝印刷）  2015年02月03日 15時55分 11ページ （Tess 1.40 20131220_01）



－ 12 －

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、主に国内における福利厚生代行サービスを中心とした会員制サービス事業を展開しております

が、事業セグメントを集約した結果、報告すべきセグメントは会員制サービス事業のみであるため記載を省略して

おります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 30円72銭 35円30銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額(百万円) 1,257 1,446

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,257 1,446

普通株式の期中平均株式数(株) 40,937,345 40,976,400

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 30円69銭 ―

(算定上の基礎)

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 30,409 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) １．当社は、平成25年10月１日付けで普通株式１株につき普通株式200株の割合で株式分割を行っております。

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年２月４日

株式会社 ベネフィット・ワン

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 片 岡 久 依 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙 木 政 秋 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベネ

フィット・ワンの平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

２６年１０月１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６

年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期

連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ベネフィット・ワン及び連結子会社の平成２６年１２月

３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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